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東京都営地下鉄の料金決定をめぐる政治過程 
――東京メトロ、大阪市営、名古屋市営地下鉄との比較を通じて
Political Process in Determination of Charge of Tokyo Metropolitan Subways：
By Comparative Tokyo Metro, Osaka Metro, Nagoya Metro 

光延忠彦
MITSUNOBU Tadahiko

要旨　東京都内で運営されている東京メトロ（旧営団、以下東京メトロ）と東京都営地下
鉄（以下都営地下鉄）の料金を比較すると都営地下鉄料金の方が高い。しかも、この状況
は最近始まったことではなく、二つの地下鉄が開業されて以来継続されている。なぜ、都
営地下鉄料金は東京メトロに比べて高いのであろうか。
　この疑問については、都営地下鉄に比べて東京メトロの方が効率的な路線配置がなされ
てきたことから、営業収入等で経済性を維持できたため、利用料金を廉価に設定できたと
いう主張が通説的理解とされてきた。確かに、そうした点が、都営地下鉄料金の相対的高
額化を説明する従来の議論も理解できるが、そうであるなら、都営地下鉄も東京メトロと
同様に経済性を追求すれば、この疑問は解決できたはずである。それにも拘わらず、東京
メトロと都営地下鉄の二社の併存が成立して以降今日までの間、東京メトロは都営地下鉄
以上に廉価な運賃で営業しても、都営地下鉄は東京メトロのような料金での営業を展開で
き得なかったという事実は、両者の営業路線の歴史的な配置という経済的要因以上の何ら
かの、他の要因の存在を疑わざるを得ない。
　そこで本稿は、こうした経済的要因が、都営地下鉄料金の相対的高額化を説明する従来
の議論を修正すべく、都営地下鉄料金の相対的高額化の背景には如何なる事情があるのか、
この点について、都営地下鉄料金を決定する東京都議会内の政治過程が影響するという興
味深い議論を、大阪市営および名古屋市営地下鉄との比較も通じて提出する。

１．問題の所在

　日本の自治体の普通会計予算の歳出総額は 89 兆 2106 億円（2006 年度）で、これの約
５分の１に当たる 19 兆 3012 億円が、自治体の経営する地方公営事業予算の歳出総額（2006
年度）である1）。ただ、この地方公営事業予算の歳出総額の約５分の１（2008 年度で３兆
4249 億円）は、自治体の普通会計予算から地方公営事業予算に繰り出されている支出金
で成り立っている2）。
　こうした地方公営事業には水道、下水道、病院など、いくつかの事業があるが、交通事
業への支出をみると、全体の７％を占め 2400 億円程度である3）。ただし、これにはバス
事業や路面電車事業なども含まれるため、高速鉄道事業（以下、地下鉄事業）に限ってみ
れば、2000 億円弱程度が自治体の一般財源から支出されていることになる。ちなみに、
地下鉄事業を所管している自治体は、東京都を始め国内に９自治体あるため、毎年、2000
億円弱あまりの額を９自治体で負担している勘定である。もちろん、地下鉄事業は国の補
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助事業でもあるため、これに補助基準の国庫からの補助金と関係自治体からの補助金を加
えれば、国と自治体が支出している負担の総額は相当なものに上る。
　以上は全国の状況であったが、東京都の地下鉄事業についてみると、都営地下鉄の財源
は、主に国の補助金、地方負担（関係自治体補助金、当該自治体支出金）、そして利用者
負担（料金 4））によって賄われている。このなかの国と東京都の補助金を、開業時の 1960
年から 2000 年までの 40 年間の平均でみると、国から 55.1 億円、東京都の普通会計から
69.7 億円で、合計 124.8 億円が、毎年、補助されている状況である5）。この東京都分の負
担額は、東京都の普通会計予算総額の６兆 5164 億円（2006 年度6））からみれば、わずか 0.1％
程度のものでしかなく、普通会計を圧迫する負担というほどのものではないが、しかし、
これに 1960 年度～2005 年度まで毎年度支出された支出金 120 億円程度を加えれば普通会
計に占める比率はさらに増大する7）。また、都営地下鉄は 2006 年度こそ経常黒字になっ
たものの、1960 年以降 2005 年までの 45 年間継続して経常赤字の状態であった。しかも、
累積債務残高となれば、2008 年度末で１兆円にも達する規模である8）。こうした経緯から、
都営地下鉄の財政赤字の縮小が求められ、従来から重要な政治課題になっている9）。　
　このため、都営地下鉄は、首都圏で営業しているもうひとつの地下鉄、東京メトロを追
う形の営業の下では、東京メトロ以上に料金を高く設定することによって、財政赤字の解
消の一端に対処する方法を採ってきた。しかし、財政赤字の縮小が目的であったとしても、
首都圏という同じ領域を営業範囲とする東京メトロに対して、劣位な状況で営業して来こ
ざるを得なかった都営地下鉄が、東京メトロ以上の料金設定で競合し得るのか否か、疑義
も生じる。
　つまり、東京都内で運営されている東京メトロと都営地下鉄の料金を比較すると初乗り
を始め、料金体系として都営地下鉄料金の方が高い（図１を参照）。しかも、この状況は
最近始まったことではなく、都営地下鉄が開業されて以来継続されていることである。な
ぜ、都営地下鉄料金はメトロより高額に設定されているのであろうか。

　この疑問については、都営地下鉄に比べて東京メトロの方が効率的な路線配置がなされ
てきたことから、営業収入などで経済性を維持できたため、運賃を廉価に設定できたとい
う主張が通説的理解とされてきた10）。すなわち、都営地下鉄は、東京メトロに後発し、し
かも東京メトロに比べて良くない条件で営業せざるを得なかったため開業時から経常赤字
であった11）。このため、その経常赤字の改善のために、より多くの収入を得ようと、都営
地下鉄料金は、メトロに比べて高く設定されてきたとされている12）（表１、２）のである。

東京メトロ
０_____________６k_____________11_____________19_____________27________
　 160 円 　  190 円 　 230 円 　 270 円 　 300 円
東京都営地下鉄
０__________４k__________９__________15__________21__________27________
　 170 円 　  210 円 　 260 円 　 310 円 　 360 円 　 410 円
（東京メトロ、都営地下鉄の 2012 年４月１日現在の料金体系を各種資料から作成した。）

図１：東京メトロおよび都営地下鉄の料金体系（上段：キロ数、下段：料金単位円）
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　しかしながら、そうであるなら、2006 年まで単年度の経常赤字は継続しているわけだ
から、料金値上げが行われてきていても良かったはずである。しかし、1995 年度以降、
料金値上げはされていない（表１）。経常赤字は、最後の値上げとなった 1995 年３月以降
（表１）も続いているのにも拘わらず、である（図１）。
　そうすると、都営地下鉄料金の、東京メトロに比べて高額という点は、都営地下鉄事業
の経常赤字の解消という点だけでは説明できないように思われる。そこで本稿は、こうし
た経済的要因が、都営地下鉄料金の相対的高額化を説明する従来の議論を修正すべく、都
営地下鉄料金の相対的高額化の背景には如何なる事情があるのか、この点について、都営
地下鉄料金を決定する東京都議会内の政治過程が影響するという興味深い議論を、大阪市
営および名古屋市営地下鉄との比較も通じて提出したい。
　そもそも、独立採算制の下で、都営地下鉄の財政赤字を解消するには、サービス原価の
縮小と利用者負担の増大という形を採るのが一般的である。こうした政策決定では、都知
事、都議会議員、総務省（旧自治省）、国土交通省（旧運輸省）、都庁内行政組織、東京メ
トロなどの有力アクターの影響力関係が想定されるため、政治分析の対象としては興味深

初乗り運賃
改定年度 知　　事 都営地下鉄 東京メトロ

1967 美濃部①  30 円  30 円
1972 ↓  40 円
1973 美濃部②  40 円 ↓
1974 美濃部②  60 円  60 円
1977 美濃部③  80 円  80 円
1978 美濃部③ 100 円 ↓
1981 鈴　木① 120 円 ↓
1982 ↓ 100 円
1984 鈴　木② 130 円 120 円
1985 鈴　木② 140 円 ↓
1990 　 ↓ 140 円
1994 鈴　木④ 170 円 160 円

（注）○は知事の期を示す。

表１　都営地下鉄料金値上げの推移13）

東京メトロ
０_____________６k_____________11_____________19_____________27________
　 160 円 　  190 円 　 230 円 　 270 円 　 300 円
東京都営地下鉄
０__________４k__________９__________15__________21__________27________
　 170 円 　  210 円 　 260 円 　 310 円 　 360 円 　 410 円
（東京メトロ、都営地下鉄の 2012 年４月１日現在の料金体系を各種資料から作成した。）

表２：東京メトロおよび都営地下鉄の料金体系（上段：キロ数、下段：料金単位円）
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いものがある。
　また、公共セクターの効率性が分析対象になっている近年の自治体研究では、公営事業
政策に対する研究者の関心も集まった14）。「自治体が経営する公営事業は、どのような組
織と制度によって形作られているのであろうか」、また、その「公営事業の経営状況はど
のようになっているのであろうか」など、こうした観点から多くの論考が提出されてい
る15）。
　しかし、日本において公営事業の効率性などを研究しつつある経済学などに比べれば、
政治学における研究の蓄積は決して充分とはいえない。しかも、公営事業政策といった場
合、公営事業の経済性によって理解するのみならず、公営事業の供給体制もそれと不可分
のため、この供給体制についての分析も欠かせない。ただ、先行研究において、この点は
ほとんど触れられていない。確かに、公営事業の財政赤字を解消するため、サービス供給
側の補助金には詳細な検討も行われているが、しかし、それはあくまで財政赤字の解消策
としての議論の提出の範囲であって、「なぜそうした状況に帰結したのか」などの、要因
の分析にまでは至っていない。この点は、公営事業分析に根本的な問題を投げかけている。
　また、現行の公営事業制度は、戦前期に端を発し、戦後初期までに一応の成立をみたが、
その基本的構造は今日に至っても変わっていない。もちろん、制度の外部の環境変化に応
じて変更が生じた点がなくはないが、しかし、そうした制度の変化は周辺部に限定される。
関係諸アクターの行動によって、いかなる変更が制度に生じたのか、また逆に、制度が政
策変化を拘束する要因として、どのように政策決定に影響を及ぼしたのか、こうした制度
への無関心さは、たとえば、東京メトロの後発での営業を強いられた都営地下鉄の不利さ
を、過大、あるいは過小に評価してしまうことにもなりかねない。財政赤字の解消に重点
のある分析では、その要因の除去に関心が注がれて、なぜ財政赤字にならざるを得なかっ
たのかなどの、根幹的な要因の分析については杜撰に付されている。つまり、都営地下鉄
の事業経営に関心を傾注するあまり、その対策への分析に重点がおかれるのである。確か

図１　都営地下鉄の経常損益の推移
（注）X 軸：年度、Y 軸：単位億円
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に、こうした提案型の分析は、目前の赤字をいかに解消するかといった課題には効果的で
あっても、「対症療法」的な分析でしかなく、都営地下鉄など、地方公営企業経営の構造に、
どのような課題があるのかなどについては言及しない。
　それゆえ、都営地下鉄の、東京メトロとの比較による料金の高さを分析する上で重要に
なるのは、料金決定過程への接近であろう。それというのも、初乗り料金で、都営地下鉄
料金が東京メトロに比べて高いといっても、大阪市営や名古屋市営地下鉄と比べれば、都
営地下鉄のほうが安価である（図２を参照）。

　つまり本稿は、経済的、制度的要因が、都営地下鉄料金の相対的高額化を説明する従来
の議論は理解しながらも、従来の議論を補完する意味で、その背景にある事情について議
論を試みたい。「都営地下鉄の料金は、どのようにして決まるのか」という、この点がこ
こでは説明される。

２．地下鉄事業サービスの制度と構造

　先ず、整理として、都営地下鉄事業は、大きく事業サービス供給と事業サービス保障の
二つの領域から構成されると考える。事業サービス供給は、都営地下鉄事業体の整備や人
材の充足配置といった都営地下鉄事業の供給体制を取り扱う領域であり、事業サービス保
障は不特定顧客への一定量の事業サービスの購入を保障する領域になる。この二つの領域
に焦点を当て、まず、都営地下鉄事業の現状について把握し、次に都営地下鉄事業の供給
システムの制度の部分を確認し、次に都営地下鉄事業の特徴を見る。そして、こうした制
度を機能させる都営地下鉄事業の運用について検討する。最後に東京都の公営事業の特質
と含意も考えてみることにしたい。

⑴　都営地下鉄事業の現状
　日本の公営交通事業は、軌道の有無によりバス事業と鉄道事業があり、鉄道事業では地
上か否かで路面電車事業およびモノレール事業と、地下鉄事業とに大別される。現在、東
京都内では 23 区を中心にバス事業、鉄道事業では、都内の一部地域では路面電車事業と
モノレール事業が展開されている16）。
　23 区を中心とした設置主体別内訳では、バス事業では東京都、地下鉄事業では４路

大阪市営地下鉄
０__________３______________７_____________13_____________19_______________
　 200 円 　 230 円 　 270 円 　 310 円 　 360 円
名古屋市営地下鉄
０__________３______________７_________11______15__________________________
　 200 円 　 230 円 　 260 円 　290 円　 320 円
（２社とも 2012 年４月１日現在の料金体系を各種資料から作成した。）

図２：大阪市営地下鉄および名古屋市営地下鉄の料金体系
　　　　　　　　　　（上段：キロ数、下段：料金単位円）
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線17）が東京都、９路線18）が東京メトロ19）の経営である。この地域での営業収入（2007 年度）
では都営バスの７％（348.1 億円）、都営地下鉄の 25.9％（1281.5 億円）に対し、東京メト
ロは 67.1％（3320.8 億円20））で、全体の３分の２以上を占め、さらに地下鉄事業の敷設全
キロ数に占める割合でも都営地下鉄の 109㎞に対し、東京メトロは 195.1km で、全体の
64.2％を占有している21）。23 区内で東京メトロは有利な状況で営業を展開している実態が
窺える。
　地下鉄事業を大阪市と名古屋市の場合で比べて見よう。大阪市ではバス事業と地下鉄事
業（以下、大阪市営地下鉄）はともに大阪市営され、営業収入（2010 年度決算）比率は
バス事業で 7.6％（125.4 億円）、地下鉄事業で 92.4％（1514.1 億円）になっている22）。他方、
地下鉄事業の敷設キロ数では８路線 129.9 キロは、都営地下鉄の 109 キロ数の約 1.2 倍で
あるが、営業収入の点からみると、大阪市営地下鉄の 1514.1 億円に対し、都営地下鉄は
1281.5 億円で 1.2 倍のため、営業キロ数の比率に営業収入もほぼ見合った形である。
　一方、名古屋市では大阪市と同様、バス事業、地下鉄事業（以下、名古屋市営地下鉄）
はともに名古屋市営され、営業収入の点で名古屋市営バスの 19.7％（168 億円）に対し、
名古屋市営地下鉄では 80.3％（685 億円）となっている。ただ、地下鉄事業の敷設規模で
見ると、名古屋市営地下鉄の 89.1 キロは、都営地下鉄 109 キロの約 82％に留まり23）、ま
た営業収入でみると、名古屋市営地下鉄の 685 億円は、都営地下鉄の 1281.5 億円の約
53％のため、確かに、名古屋市営地下鉄は、都営地下鉄に営業面ではやや劣るものの、し
かし、名古屋市人口約 227 万人に対し 89.1 キロの営業規模を持つ名古屋市営地下鉄と、
23 区人口 900 万人に対し 109 キロの都営地下鉄では、人口比で 23 区は名古屋市の約４倍
に対しているにも拘わらず、供給路線比率は、東京メトロの 195.1 キロを加えても約 304
キロで 3.4 倍でしかないため、東京メトロの後発だからこそ、都営地下鉄は、供給路線の
規模の点でまだ伸ばせる余地がある24）。地下鉄事業では、営業キロ数が料金収入を左右す
る一面を持つからである。
　こうした都営地下鉄の供給路線の規模の過小性は、都営地下鉄と東京メトロとの、同一
地域内における並存営業という事情からきているが、営業路線の認可は国土交通省（旧運
輸省）の権限に属するため、東京都交通局の自由にはならなかった25）。
　さらに、大阪市や名古屋市の地下鉄事業は設置自治体の独占的経営に委ねられているの
に対し、23 区での営業は、都営地下鉄と東京メトロの２社で行われ、営業史をみても、
東京メトロ優位で推移してきた。すなわち、1941 年制定の帝都高速度交通営団法による
地下鉄事業の、都営地下鉄事業に先行した開業が発端である。都営地下鉄に先行した東京
メトロは、路線配置、路線規模の両面で都営地下鉄以上の営業を展開できたため、1960
年代以降の、数度にわたる東京都による東京メトロや国への地下鉄事業一元化の要望も、
都営地下鉄の累積赤字の点で東京メトロには不利との判断から、現実のものにはならな
かった。
　また、この二元営業体制は、都営地下鉄の供給コストの上昇を招く一因にもなった。都
営交通の力点は、1960 年代以降の高度経済成長に伴う都心部への昼間人口の流入によっ
て、バス事業から地下鉄事業に徐々に移行した。それというのも、都営バス事業は私鉄バ
ス事業と異なり、23 区を中心とする都心部を営業領域としたため、人や車両増加に伴う
混雑時の営業が非効率になったからである。
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　このため、都営バス事業の整理が始まり、次に、バス事業を補う形で地下鉄事業が拡大
されていった。このことは、都営地下鉄の東京メトロへの後続営業に帰結した。すなわち、
都営地下鉄は東京メトロに 19 年遅れて 1960 年押上浅草線の開業で市場に参入した。都営
地下鉄の東京メトロの後発としての営業では、銀座、丸ノ内線など、収益の高い路線を持
つ東京メトロに対し、都営地下鉄の営業路線は、建設費の面でも高額投資26）が必至になっ
た。
　すなわち、建設技術の面では、高度技術の利用という利点の反面、それが却って軌道と
路線位置に関し難点にもなった。後発路線は付加価値を高めるため既存路線、たとえば東
京メトロや都心へ集中する私鉄路線への接続を目的に軌道を多様化した。たとえば、銀座、
丸の内線に対しては広軌の 1435 ミリ、この２路線以降に敷設された日比谷線などには狭
軌の 1067 ミリ、そして周辺私鉄線への接続には 1372 ミリの軌道で対応した結果、都営地
下鉄はわずか４路線で３種類の軌道路線を持つことになった。しかも、営業が４路線、軌
道が３種類という点で、都営地下鉄は、全線での車両の使いまわしを困難にしたため、車
両費についても余計に高コストとなった。ちなみに、東京メトロは２路線が 1435 ミリの
標準軌道、７路線が 1067 ミリの狭軌道で２種類の軌道しか持たず、大阪市営地下鉄は全
線が 1435 ミリの標準軌道で１種類、名古屋市営地下鉄は２路線が 1435 ミリの標準軌道、
３路線が 1067 ミリの狭軌道の２種類の軌道の設置である。
　さらに、地下内地下鉄軌道配置でも、東京メトロが主として地下１～３階を中心に敷設
されたのに対し、都営地下鉄は、東京メトロ以上に深部の地下４～６階が中心で、一部の
駅では地下７階という深度が割り当てられた。深部における設置は掘削技術と工材の価格
で建設費のコストの上昇に至った27）。
　しかも、戦前に制定された陸上交通事業調整法によって、都営交通の事業地域は、山の
手線内側の旧市内と、荒川放水路を結ぶ狭い地域に限定された。こうした、当時の運輸省
の指導による制約も営業を圧迫する一因になったといってよいであろう28）。
　このように、都営地下鉄は、財政悪化の一因を伴って登場したともいえる。大阪市、名
古屋市とは異なる区部に限定された都営地下鉄と東京メトロとの二元営業体制が、技術、
営業の両面で、都営地下鉄を劣位に配置して営業が展開されてきたという経緯があるから
である。しかしながら、仮に、都営地下鉄が、制度上、財政悪化の構造的要因を伴ってい
たとしても、それが直ちに莫大な累積赤字に直結すると断定するのは早計であろう。制度
の運用は、あくまでマンパワーなどの人に依るからである。運用という点に鑑みれば、地
下鉄事業の収支は、サービス供給側では、主に減価償却費、支払利息、一般経費、人件費
で構成され、サービス保障側では料金、建設費補助金、一般会計からの支出金などで成り
立っている。この中でも、サービス供給側の人件費のありかたと、サービス保障側の料金
収入は、地下鉄事業経営の根幹を為すため、事業サービス供給側の、その根幹に当たる人
件費から見てみよう。

⑵　地下鉄事業の供給システム
　都道府県レヴェルの地方公務員は、一般行政職員、警察職員、消防職員、教育職員、技
能系職員、企業職員に大別され、この職員区分は、「都制」のある東京都職員についても
ほぼ同様である。これらの中で、本稿に関わる一般行政職員と企業職員とに限れば、団結
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権、団体交渉権、争議権のうちの、団結権に加えて団体交渉権を有しないか、有するかで
前者が一般行政職員、後者が企業職員と労働関係法は規定する。東京都の任命権者別内訳
は、知事が一般行政職員、警視総監が警察職員、消防総監が消防職員、教育委員会が教育
職員、公営企業管理者の場合が企業職員であり、地下鉄事業を担う交通局では、交通局長
のもとに企業職員が配置される。任命権者の異なる職員区分の差異は、東京都のみならず、
大阪市や名古屋市でも見られる。
　東京都の場合、東京都労働組合連合会（以下都労連）が以下の職員区分を包摂する。事
務系知事部局の一般行政職員で構成されるのが地方公務員法上の職員団体である東京都庁
職員労働組合29）（以下都庁職）、教育委員会職員の中でも義務制学校職員で構成される東京
都教職員組合（以下都教組）、東京都立高等学校の職員で構成される東京都高等学校教職
員組合（以下都高教組）、労働組合法上の労働組合に位置づけられる公立大学法人首都大
学東京労働組合30）（略称なし、通称、首都大教組）がある。東京都職員の中でも一般行政
職員とは異なる労働関係を有するのが、地方公営企業労働関係法上の企業職員、交通局で
は東京交通労働組合（東交）と水道局および下水道局の全水道東京水道労働組合（全水道
東水労）である。ただし、以上の６組織には労働関係法上の差異はあるが、それを包摂す
る都労連が、「統一要求、統一交渉、統一妥結」の下で統一行動をとってきたという経緯
もあって、都労連が、傘下の組織に属する職員の処遇を東京都当局と交渉する状況が戦後
一貫して継続した。都営地下鉄に関わる企業職員は東交に所属する。
　こうした関係は、大阪市職員や、名古屋市職員の場合も同様である。大阪市では大阪市
労働組合連合会（以下大阪市労連）が31）、名古屋市では名古屋市職員労働組合連合会（以
下名古屋市労連）32）の組織があって、都労連と同様の機能を有している。
　一方、東京メトロでは、東京都職員に見られる状況とは異なる労働関係が成立する。東
京メトロでも事務社員と現業社員の、職場における社員区分の差異は存在する。しかし、
この差異は給料表でこそ反映されても、東京メトロという組織が 2002 年制定の東京都地
下鉄株式会社法によって 2004 年４月から設立された企業のため、東京都の企業職員に発
生するような職員区分による処遇問題は生じない。すなわち、東京メトロの場合、社員区
分による処遇の差異は、同社内労組で調整されて当局との交渉に委ねられる。その際、交
渉の内容はあくまでも東京メトロの経営状況に依るのである。もちろん、こうした状況は、
東京メトロ以前の営団であっても同様であった。
　つまり、東京都では一般行政職員と企業職員という職員区分の差異はあっても、給与に
関する問題は、都労連が一括して交渉に当たるため、一般行政職員と企業職員とに給与体
系の「連携性」が見られ、これが職員に対する処遇の未分化を促してきた。すなわち、都
労連の統一行動は、通常、一般行政職員などを対象にする人事委員会勧告（以下人勧）の
効果を、企業職員にまでも及ぼすという結果を生じさせている33）。これに対し、東京メト
ロの労使交渉は、あくまでも経済性という同社の経営状況で成り立つ範囲内でしかない。
こうした点が都営地下鉄事業に関わる企業職員の属する供給システムを特徴付ける。次に、
地下鉄事業の供給側であるサービス保障についてみよう。

⑶　地下鉄事業のサービス保障
　都営地下鉄事業におけるサービスは、「料金収入と国と関係自治体から支出される建設



39

東京都営地下鉄の料金決定をめぐる政治過程（光延）

費補助金」、「これらに加えて関係自治体からの支出金」という２つの組み合わせによって
保障されている。たとえば、前者の場合が東京メトロであり、後者の場合が、都営地下鉄
を始め大阪市営地下鉄、名古屋市営地下鉄にあたる。前者、すなわち料金と建設費補助金
の場合では、利用者はサービスを受けてその対価を払うが、経済性を重視して、新規路線
も建設されず、既存路線での営業が中心になれば、やがては建設費も償却されて決算も経
常黒字になるため、その経常利益は累積されて料金値上げも抑制される方向に推移しよう。
また、地下鉄事業の経営を左右する供給側の人件費をみても、黒字経営であれば料金値上
げが実施されることも可能性としては低い。場合によっては、料金引き下げさえも期待さ
れる。つまり、一事業体で収入と支出とが「一体的に運営される場合」では、制度の仕組
みとしては単純で分かりやすい。
　一方、後者の、「料金と建設費補助金そして自治体からの支出金がある場合」では、事
業経営の赤字の状態が前提になる。営業収支に赤字があるからこそ、支出金が繰り出され
るのである。この場合では、「地下鉄事業体」と「財政支援の支出機関」とが「別組織」
になるため、支出機関の財政状況によっては、関係自治体としての補助金負担や、当該自
治体としての支出金の繰り出しも、安定しない可能性があるため、地下鉄事業体の料金値
上げも現実的になる可能性がある。つまり、この事例の場合、事業の経営をめぐっては複
雑な仕組みにならざるを得ない。もちろん、事業経営に必要な原価を料金で賄う、単純な
意味での独立採算制が成立していれば、事業経営自体は分かりやすいが、しかし、その場
合、利用者の、料金負担の増加、すなわち料金の値上げという問題も当然のように浮上す
る。
　しかも、当該自治体内の政治状況や財政状況の面から自治体の位置づけも問題になる。
つまり、積極的に支出金を繰り出して負担をするか、あくまでも国への補助金獲得に積極
的になるか、あるいは事業体の経営に拘わる人件費をとにかく削減するかなど、いずれの
方法を選択するかは、事業主体や、自治体内の首長や議会内議員などの意向をはじめとす
る、政治状況や財政状況にも関わる。
　たとえば、支出金では、地下鉄事業経営に伴う人件費と建設費補助金が予め決定されれ
ば、それに沿って、投入額は確定しよう。普通会計からの支出はあくまで地下鉄事業の独
立採算制の補助的措置でしかないからである。この意味では、支出金での自治体の財政支
援は、確かに、独立採算制とは相容れないものであるが、しかし、地下鉄事業では建設費
が多額となるという事業の性格から、この制度も慣例的に維持されてきた。東京メトロこ
そ、この対象にならないが、都営地下鉄、大阪市営地下鉄、名古屋市営地下鉄でも、同様
の措置が採られている。
　次に経営コストを左右する地下鉄事業に要する人件費を見ると、「独立型」と「連動型（人
勧との）」に分けて考えることができる。東京メトロは一企業のため、東京メトロ自体で
経営的な収支が完結されるため、人件費の問題はあくまでも社内の検討事項になる。これ
に対し、連動型に当たる都営地下鉄は、都労連が東京都の労務担当者と給与等の処遇に関
して統一交渉を行ってきたため、交通局の企業職員を中心とする東交の構成員は、人勧と
同様の成果を受けた。連動型は、一般行政職員と同様の効果を企業職員にまで及ぼすので
ある。
　つまり、独立型は、地下鉄事業経営の収支勘定内で人件費のあり方も完結されるため、
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人件費に一定の限度を課すのに対し、連動型では独立採算制ではあっても、人件費が人勧
に連動して、都営地下鉄の経営状態とは無関係に予算書に計上されるため、地下鉄事業管
理者による人件費のコントロールは困難なものとならざるを得ない。
　また、地下鉄事業に要する企業職員定数も、独立採算制を前提とすれば、経営状況に即
して、地下鉄事業管理者が定めることになるが、実際はこれに異なって、ここでも都労連
の役割が大きい。第一の交渉は、確かに交通局当局と東交幹部との間で行われても、公営
企業経営の諸規則の条例化に際し、提出権を有しているのは知事であり、その知事をはじ
めとした東京都の当局と交渉できる組織は、都労連をおいて他にないからである。ゆえに、
人件費と企業職員定数の管理は、条例案を作成する段階では知事にあり、知事が議会に条
例案を提出した後の段階では、議会の議決に依ることになるため、究極的な管理権は、知
事や都議会内会派の意向に依存することになる。
　他方、建設費補助金は、地下鉄事業の拡大に伴って、当該事業が開始されて以降、増額
や拡大の方向にあるが、補助率と補助対象は、国土交通大臣（運輸大臣）の決するところ
である。
　つまり、地下鉄事業経営の直接支配は、地下鉄事業管理者からは遮断されて、首長や議
会、さらには国の意向に委ねられているという特徴を有する。
　このため、交通局長が財政赤字の解消に際して追求できるのは、支出金を例外的措置と
した場合、当面、コストとしての「人件費の削減」と、「収入増大のための料金の値上げ」
という方向にならざるを得ない。「人件費の削減」と「料金値上げ」の主要２要素の決定
に関わる組織はどのようになっているのか、この点を次にみよう。

⑷　地下鉄事業の行政機関
　地下鉄事業のサービス供給組織には東京都の場合では交通局がある。交通局には企業職
員を中心に加入する労組の東交がある。この組織は他の５団体と都労連の傘下にある。歴
史的にみれば、1947 年の都労連の結成時以来、代表の執行委員長は東交から選出され、
この状況は 1977 年５月の都労連の第 32 回大会まで継続された。1977 年５月から東京都
職員労働組合（以下、都職労）が歴代委員長を務めるように変わったが、それでも東交の
影響力は継続された。1981 年都議会選挙まで総定数 120～127 議席中、東交は企業職員の
中から最大８人の都議会議員を社会党から当選させる政治力を有していた。ちなみに当時
の社会党の議席数は、15～45 議席であった。このため、東交の意向は、都労連を通じて
東京都職員全般にも波及するほどであった。それだからこそ、この東交は、都労連を構成
する６単組のうちの１組織でしかなくても、一般行政職員に適用される人勧に準じる処遇
を当局から獲得することも可能であった。都労連を構成する６組織は、いずれも人勧の完
全実施と定数削減の回避という点では一致しているのである。
　しかし、都労連がいかに大きな政治力を有しているとはいっても、都労連と対峙する東
京都の当局には、選出部門の知事と議会議員がおり、さらには建設費補助金支出や料金改
定では、国の認可機関である国土交通大臣（旧運輸大臣）という強力なカウンターパワー
も存在していた。建設費補助金の管理は国土交通大臣の手にあり、人勧実施と定数管理、
支出金の決定と料金の改定は、知事の提案と、議会の議決に委ねられていた。
　以上から、都営地下鉄の財政状況からのコスト削減や、収入増大の方策などの政策作成
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段階に加えて、その内容を政策として産出する議決段階にまで及ぶ政治過程への検討が次
に求められることになる。この点については都営地下鉄事業をめぐる政治的枠組みを提出
したい。

⑸　地下鉄事業をめぐる政治過程
　独立採算制の下で、地下鉄事業が赤字を解消して経営を持続させていくには、供給シス
テムでは、人勧の実施状況と、職員定数の管理から構成される人件費のコントロールと、
地下鉄サービス保障では受益者負担としての料金の改定が、主要な要素となることは既述
の分析からも理解される。
　黒字経営という目標では、先ず単年度の赤字の縮小、さらに解消、そして累積赤字の解
消が目指される。その際、事業主体としての交通局では、人件費の削減、外部補助金の獲
得（建設費補助金、支出金）、料金値上げの各要素にどのような目配りをするのか、とい
う点が焦点になる。しかしながら、これらの地下鉄事業経営手段の支配権は、知事や議会、
そして議会内会派、さらには国土交通大臣の認可というコントロールにあり、交通局長の
経営権は間接的である。
　知事は選挙を考えれば料金は据え置きたい。仮に、料金の値上げを構想するならその前
に、人件費を削減させてからということにもなる。一方には、人件費の抑制を望む世論も
ある。また議会内会派においても、選挙を考えれば知事と同様である。
　また、経営黒字を追求する場合、交通局の企業職員に不利の処遇を求めるなら、知事と
議会内会派も、都労連や東交との関係も視野に入れるころになろう。東交の都労連内にお
ける政治力が、どの程度知事や議会内会派の議員に関係するかという点が、「民意」から
の選出部門であるだけに、回避できないことだからである。
　したがって、料金の値上げか、人件費の削減か、外部資金の獲得かなど、それらのなか
のいずれを選択するかの優先順位は、知事や議会内会派の意向に依らざるを得ない。この

図３：都営地下鉄事業をめぐる政治過程のイメージ

執行機関
議決
機関

その他

知　事 補助機構 行政委 議　会 国
知　事 財務局 交通局 都労連 総務局 人事委 政党 総務省 国交省

供　　給
システム

（収　入）

建 設 費 補 助 金 ○ ○ ○ ○ ○ ○
支 出 金 ○ ○ ○ ○
料 金 ○ ○ ○ ○ ○

サービス
保　　障

（支　出）

原 価 償 却 費 ○
利 子 等 ○

人件費
定数管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○
給 与 等 ○ ○ ○ ○ ○ ○

一般経費 通常経費 ○ ○

（注）○印：各アクターが各々の方策に主に関係することを示す。
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点を概念化したのが図３である。
　図３は都営地下鉄の供給システムと事業サービス保障について、関係する諸アクターの
主な機能を概念化した図であるが、既述した趣旨が理解できるよう単純化しているため捨
象している点もある。つまり、図３を通じて、供給システムと事業サービス保障に関し、
どのようなアクターがどのような機能を有しているか一瞥できる。

３．むすびにかえて

　本稿では、東京都営地下鉄の東京メトロに対する利用料金の相対的高額化を説明する議
論の背景にある事情について、検討してきた。その事情には、地下鉄事業サービスの制度
と構造、中でも、東京都議会内における政治過程の政党間関係が影響するという点が理解
できた。すなわち、大阪市や名古屋市などの地下鉄事業が単一事業主体で実施されている
都市では、事業主体の営業領域内での競合が欠如しているため、仮に、当該自治体議会内
で料金決定に政党間の異議が生じても、それは料金案に対する可否のレヴェルに留まるの
に対し、事業主体が併存する東京都内の場合の地下鉄事業では、東京メトロの料金決定こ
そ営業収支という経済性に依存したとしても、都営地下鉄のそれは、経済性以上に東京都
議会内の政党間関係に左右されることにならざるを得ないということである。それという
のも、都営地下鉄の料金決定は、東京都議会内での特別会計案への賛否として、議会内の
政党・会派の賛否と、それに関わる諸アクターとの影響力に依存することになるからであ
る。
　ただ、以上の議論は、都営地下鉄料金の東京メトロに比較して相対的高額化の背景の事
情についてのそれであったため、この議論の有効性を実証する必要が残されている。それ
は今後の課題である。
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員団体として認定された。
30） 2008 年４月現在、労働組合法上の労働組合となっている。東京都職員研修所編『職員ハンドブック
2009』ぎょうせい、2009 年、351 頁。
31） 大阪市職員関係労働組合、大阪市従業員労働組合、大阪交通労働組合、大阪水道労働組合、大阪市立
大学教職員組合、大阪市学校職員労働組合、大阪市学校給食調理員労働組合から構成される。
32） 名古屋市職員労働組合、名古屋交通労働組合、名古屋水道労働組合、名古屋市立高等学校教員組合、
名古屋市幼稚園教職員組合から構成される。
33） 2012 年９月 14 日の東京都交通局での聞き取り調査によると、「バス事業で人勧と同様の処遇とは異
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